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協議第２８号 

 

 

   一般職の職員の身分の取扱いについて 
 

 

 一般職の職員の身分の取扱いについて、次のとおり確認を求める。 

 

 
  平成１５年７月２５日提出 
 
 
              西条市・東予市・丹原町・小松町合併協議会 
                        会長 伊 藤 宏 太 郎 
 
 
 

記 
 
一般職の職員の身分の取扱いについて 
西条市・東予市・丹原町及び小松町の一般職の職員は、すべて新市の職員

として引き継ぐものとする。 
職員数については、合併後新市において定員適正化計画を策定し、定員管

理の適正化に努めるものとする。 
職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、合併時に

西条市の例をもとに調整し、統一を図る。 
職階については、合併時に西条市の例をもとに級分類を調整し、統一を図

る。 
職員の給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から、現給を

保証したうえで、合併時に西条市の例をもとに調整し、統一を図る。 

 
 
 
 
 

※付属資料Ｐ．２２～２６参照 
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西条市・東予市・丹原町・小松町合併協議会の調整方針説明資料 

協 議 項 目 一般職の職員の身分の取扱い 細 項 目 職員数・定員管理 

事 務 事 業 名  専門部会名 総務部会 分 科 会 名 人事分科会 

調 整 方 針 

西条市・東予市・丹原町及び小松町の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 

職員数については、合併後新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努めるものとする。 

職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、合併時に西条市の例をもとに調整し、統一を図る。 

職階については、合併時に西条市の例をもとに級分類を調整し、統一を図る。 

職員の給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から、現給を保証したうえで、合併時に西条市の例をもとに調整し、統一を図る。 

項   目 西  条  市 東  予  市 丹  原  町 小  松  町 具体的な調整内容 

 

 

 

 

職 員 数 

実数（定数） 

(平成 15 年 4 月 1日現

在) 

１ 市長事務部局 312 人（317 人） 

  （うち消防長事務部局 58（58）） 

２ 議会事務部局  7（7） 

３ 教育委員会事務部局 72（77） 

４ 農業委員会事務部局 5（5） 

５ 選挙管理委員会事務部局 

          2（7 うち 5 人兼

務） 

６ 監査委員事務部局 2（2） 

７ 固定資産評価審査委員会事務部局 

           兼務（2兼務） 

８ 公平委員会事務部局 兼務（2 兼

務） 

９ 地方公営企業事務部局 3（3） 

 

計      403（413） 

 

※ 上記には、道前福祉衛生事務組合

派遣職員１名を含む。 

１ 市長事務部局 203 人（210 人） 

  （203 人のうち派遣職員４人） 

２ 議会事務部局 4 人（5） 

３ 教育委員会事務部局 63（70） 

４ 農業委員会事務部局 5（6） 

５ 選挙管理委員会事務部局 

          2（8 うち 6 人兼

務） 

６ 監査委員事務部局 2（2） 

７ 固定資産評価審査委員会事務部局 

           兼務（2兼務） 

８ 公平委員会事務部局 兼務（2 兼

務） 

９ 地方公営企業事務部局 9（15） 

    

計      288（310） 

 

※ 上記には、周桑病院企業団１名、

周桑事務組合１名、東予市・丹原町

公共下水道事務組合２名の計４名の

派遣職員を含む。 

１ 市長事務部局 100 人（108 人） 

 

２ 議会事務部局 2 人（4） 

３ 教育委員会事務部局 28（38） 

４ 農業委員会事務部局 2（5） 

５ 選挙管理委員会事務部局 兼務

（3） 

 

６ 監査委員事務部局 兼務（2） 

７ 固定資産評価審査委員会事務部局 

              兼務

（1） 

 

８ 地方公営企業事務部局 5（6） 

   

     計      137（167） 

 

※ 上記には、東予市・丹原町公共下

水道事務組合派遣職員１名を含む。 

１ 市長事務部局 87 人（88 人） 

 

２ 議会事務部局 2（2） 

３ 教育委員会事務部局 17（19） 

４ 農業委員会事務部局 兼務（2） 

５ 選挙管理委員会事務部局 

            兼務（8 兼

務） 

６ 監査委員事務部局 兼務（2兼務） 

７ 固定資産評価審査委員会事務部局 

            兼務（2 兼

務） 

 

８ 地方公営企業事務部局 4（4） 

   

     計      110（115） 

西条市・東予市・丹原町及び小松町

の一般職の職員は、すべて新市の職員

として引き継ぐものとする。 

 

職員数については、合併後新市にお

いて定員適正化計画を策定し、定員管

理の適正化に努めるものとする。 
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２市２町（一部事務組合含む）条例定数と実職員数 

 

平成１５年４月１日現在 単位：人 

参考（定員適正化計画） 
区  分 

条例定数 
（総計） 

実職員数 
計画期間 目標人員 

西 条 市 ４１３ ４０３ 
H14～H18 年度
の 5年間 

  ４０９ 

東 予 市 ３１０ ２８８ 
H14～H16 年度
の 3年間 

  ２９０ 

丹 原 町 １６７ １３７ 
H14～H18 年度
の 5年間 

  １３５ 

小 松 町 １１５ １１０ 
H12～H16 年度
の 5年間 

  １１３ 

小 計 １，００５ ９３８ ― ― 

道前福祉 
衛生事務組合 

１１０ ９７ ― ― 

周桑事務組合 ９３ ９２ ― ― 

東予市・丹原町 
公共下水道事務組合 

１８ １１ ― ― 

公立周桑病院企業団 ２９３ ２７３ ― ― 

小   計 ５１４ ４７３ ― ― 

合   計 １，５１９ １，４１１ ― ― 

新市及び他市の状況 

 

平成１５年４月１日現在 

市   名 人 口（人） 職員数（人） 面積（ｋ㎡） 

新 市 １１６,７８６ 
１，４１１ 

（うち病院２７３） 
５０９．７８ 

新 居 浜 市 １２７，９２６ ９６４ ２３４．３０ 

今 治 市 １１７，４５５ ７４９ ７４．８４ 

    

    

    

 
 

 

 

 

 

※ 事務組合等への派遣職員は、派遣元の市・町で計上した。 

 

定年退職予定の状況 

単位：人 

区   分 16 年度末 17 年度末 18 年度末 19 年度末 20 年度末 21 年度末 22 年度末 23 年度末 24 年度末 25 年度末 26 年度末 計 

西条市 ４ ３ ６ １７ ２３ ２２ １２ １３ ２０ ９ １３ １４２ 

東予市 ３ ４ ２ ４ １０ １２ １０ １１ １１ ６ ９ ８２ 

丹原町 ３ ２ ３ ７ ２ ４ ３ ２ ３ ５ ２ ３６ 

小松町 １ １ ２ １ ２ １ ７ ５ ３ ４ ７ ３４ 

道前福祉衛生事務組合 ２ ２ ３ ３ ３ ７ ８ ４ ５ ９ ４ ５０ 

周桑事務組合 ０ ０ ３ ４ ６ ５ ７ ２ １ ５ ６ ３９ 

東予市・丹原町公共下水道事務組合 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

公立周桑病院企業団 ３ ０ ４ ５ １１ ５ ６ １０ ６ ６ １２ ６８ 

合   計 １６ １２ ２３ ４１ ５７ ５６ ５３ ４７ ４９ ４４ ５３ ４５１ 
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西条市・東予市・丹原町・小松町合併協議会の調整方針説明資料 

協 議 項 目 一般職の職員の身分の取扱い 細 項 目 職名、職階、給料 

事 務 事 業 名  専門部会名 総務部会 分 科 会 名 人事分科会 

調 整 方 針 

 

級別標準職務等 西  条  市 東  予  市 丹  原  町 小  松  町 具体的な調整内容 

定型的な業務を行う職務 定型的な業務を行う職務 吏員以外の職員で町長が規則で定める

職務 

定型的な業務を行う職務 行政職給料表（一） 

（派遣職員を含む。） 

 

１級 

 

主事、技師、保育士、保健師、理学療

法士、教諭、寮母 

 

３人 

主事、技師、保育士、保健師、看護師、

公民館主事、教諭、栄養士、速記士、

司書、学芸員 

２人 

主事補、技師補、看護師、保育士、育

成士 

 

１０人 

主事（補）、保健師（補）、（助）教諭、 

保育士（補） 

 

２人 

おおむね定型的な業務を行う職務 

 

相当高度の知識又は経験を必要とする

業務を行う職務 

吏員又は町長が規則で定める職務 

 

相当の知識又は経験を必要とする業務

を行う職務 

２級 
主事、技師、保育士、保健師、理学療

法士、教諭、寮母 

 

２１人 

主事、技師、保育士、保健師、看護師、

公民館主事、教諭、栄養士、速記士、

司書、学芸員 

３４人 

主事、技師、保健師、看護師、保育士、 

書記、育成士 

 

１３人 

主事、保健師、教諭、保育士 

 

 

２１人 

相当高度の知識又は経験を必要とする

業務を行う職務 

特に高度の知識又は経験を必要とする

業務を行う職務 

吏員又は町長が規則で定める職務 高度の知識又は経験を必要とする業務 

を行う職務 

３級 主事、技師、保育士、保健師、理学療

法士、教諭、寮母 

４３人 

主任、公民館主事 

 

４６人 

主査、保健師、看護師、保育士、 

書記、育成士 

２８人 

主査 

 

１１人 

高度の知識又は経験を必要とする業務 

を行う職務 

係長又はこれに相当する職務 

 

係長又は町長が規則で定める職務 

 

係長その他の職務で町長が規則で定め

る職務 

４級 
主任、保育士、保健師、理学療法士、

教諭、寮母 

 

５３人 

係長、隣保館主事、主任保育士、主任、 

公民館主事、体育館主事、郷土館主事、 

図書館主事、主任教諭 

４８人 

係長、主任、主任保育士、主任保健師、 

出張所長、連絡所長 

 

１５人 

係長、主任 

 

 

１９人 

主査、係長又はこれに相当する職務 係長又はこれに相当する職務で市長が

特に認めたもの 

専門員又はこれに相当する職務で町長

が規則で定める職務 

専門員その他の職務で町長が規則で定

める職務 

５級 

主査、係長、主任保育士、主任保健師、 

主任教諭、次長  補職の都度当該任

命権者の協議に基づき、市長が 5 級相

当の 

職として承認指定した場合の職 

６９人 

係長、隣保館主事、主任保育士、主査、 

主任教諭、公民館主事、体育館主事、 

郷土館主事、図書館主事 

 

３６人 

専門員その他の職にある者で町長が認

めた者 

 

 

２２人 

専門員 

 

 

 

１４人 

職名については、人事管理及び職員

の処遇の適正化の観点から、合併時に

西条市の例をもとに調整し、統一を図

る。 

職階については、合併時に西条市の

例をもとに級分類を調整し、統一を図

る。 

職員の給与については、職員の処遇

及び給与の適正化の観点から、現給を

保証したうえで、合併時に西条市の例

をもとに調整し、統一を図る。 

 

※参考資料 

ラスパイレス指数 

平成 14 年 4 月 1 日現在 

西条市      ９９．６ 

東予市      ９７．４ 

丹原町      ９２．７ 

小松町      ９４．９ 

新市（試算）   ９７．４ 

新居浜市    １０３．０ 

今治市     １００．９ 

※ラスパイレス指数とは 

 地方公務員と国家公務員の給与水準

を国家公務員の構成を基準として、職

種ごとに学歴別、経験年数別に平均給

料月額を比較し、国家公務員の給与を

１００とした場合の地方公務員の給与

水準を示したもの 
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西条市・東予市・丹原町・小松町合併協議会の調整方針説明資料 

協 議 項 目 一般職の職員の身分の取扱い 細 項 目 職名、職階、給料 

事 務 事 業 名  専門部会名 総務部会 分 科 会 名 人事分科会 

調 整 方 針  

級別標準職務等 西  条  市 東  予  市 丹  原  町 小  松  町 

専門員又はこれに相当する職務 

 

課長補佐又はこれに相当する職務 

 

課長補佐又はこれに相当する職務で町長が規則で

定める職務 

課長補佐その他の職務で町長が規則で定める職務 

 

行政職給料表（一） 

 

６級 

 

専門員  補職の都度当該任命権者の協議に基づ

き、市長が6級相当の職として承認指定した場合の

職 

 

９１人 

課長補佐、室長、次長、施設長、副センター長、支所

長、副館長、保育所長、副主幹、主席係長、主任保育

士、次長補佐、専門員、公民館主事、体育館主事、郷

土館主事、図書館主事、幼稚園教頭、主任教諭 

３９人 

課長補佐、保育所長、文化会館副館長、海洋センタ

ー所長、専門員その他の職にある者で町長が認めた

もの 

 

１６人 

課長補佐、室長補佐、次長、所長、園長、場長、館

長、専門員等の職にある者で町長が認めた者 

 

 

１７人 

課長補佐又はこれに相当する職務 

 

課長補佐又はこれに相当する職務で市長が得に認

めたもの 

課長又は町長が規則で定める職務 

（７級又は６級） 

課長又は町長が規則で定める職務 

 

７級 
課長（所長、室長、局長）補佐、次席、幼稚園長 

補職の都度当該任命権者の協議に基づき、市長が7

級相当の職として承認指定した場合の職 

２７人 

課長補佐、室長、次長、施設長、副センター長、支所長、副

館長、保育所長、副主幹、次長補佐、公民館主事、体育館主

事、郷土館主事、図書館主事、幼稚園教頭 

２１人 

学校給食センター所長、出納室長、局長、書記長、

課長、教育次長、主幹、文化会館館長 

 

１３人 

課長、室長、局長、課長補佐等の職にある者で町長

が認めた者 

 

６人 

課長、次長又はこれに相当する職務 

 

課長又はこれに相当する職務 

 

重要な業務を所掌する課長で町長が規則で定める

業務 

総括課長又はこれに準ずる重要な事務を所掌する

課長等の職務で町長が規則で定める職務 

８級 

主幹、課長、所長、室長、次長、署長、消防次長、

事務局長、館長 

補職の都度当該任命権者の協議に基づき、市長が8

級相当の職として承認指定した場合の職 

４２人 

課長、室長、所長、支所長、センター長、場長、館

長、主幹、次長、書記長、局長 

 

 

２９人 

課長等の職にある者で町長が認めたもの 

 

 

 

４人 

課長等の職にある者で町長が認めた者 

 

 

 

４人 

部長又はこれに相当する職務 部長又はこれに相当する職務 

９級 

部長、技監、消防長、事務局長 

補職の都度当該任命権者の協議に基づき、市長が9

級相当の職として承認指定した場合の職 

９人 

部長、技術監、参事、局長、センター長 

 

 

８人 

  

技能労務職 

１級制（国の行政職給料表（二）の１～５級の合成

表） 

学校庁務職   １３人  １級相当  ７人 

学校給食調理職 ２８人  ２級相当   －  

 老人ホーム調理職 ２人  ３級相当  ５人 

   計     ４３人  ４級相当 １２人 

              ５級相当 １９人 

国の行政職給料表（二）の５級制 

 

 保育所給食調理員  ５人  １級  － 

学校給食調理員  ２０人  ２級 １４人 

   計     ２５人  ３級  ５人 

              ４級  ６人 

              ５級  － 

国の行政職給料表（二）の３級制 

 海洋センター・文化会館技能員 ６人   １級 ９人 

文化会館用務員   ２人   ２級 ５人 

保育所調理員    ２人   ３級 ２人 

学校給食調理員   ４人 

学校給食運転手   ２人 

  計      １６人 

国の行政職給料表（二）の３級制 

 

 用務員     １人   １級 ７人 

保育所調理員  ６人   ２級 ６人 

学校給食調理員 ６人   ３級 － 

  計    １３人 

 （注） 西条市の教育公務員２人は、県の中学校・小学校教育職員給料表を基準としているので、上記の級別職員数には計上していない。 
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一般職の職員の身分の取扱いについて 
 

 新設合併において、市町村合併が行われる場合には、一般職の職員が勤務していた市町村の法人格が消滅するため、
法律的には失職してしまうことになります。 

  このような不合理を避けるため、合併特例法第9条第1項において、合併関係市町村は合併の際、その職員が引き
続き合併関係市町村の職員としての身分を保有するよう措置しなければならないとされています。 
  そのため、職員の身分の引継ぎは、合併関係市町村における協議によるとされているため、合併協議会において協
議する必要があります。 
  その協議により、消滅する合併関係市町村の職員が直ちに合併関係市町村の職員となるものではなく、合併期日に
おいて、改めて「身分を保有する措置」として、任命行為を行う必要があり、新設合併における合併関係市町村の職
務執行者などの任命権者が辞令交付を行う必要があります。 
  また、同条第2項において、合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分の取扱いに関しては、職員のすべてに
通じて公正に処理しなければならないとされています。 

           （愛媛県市町村ハンドブックより） 
 
関係する主な法令 

 
○ 地方公務員法(昭和２５年法律第２６１号) 

 
（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 

第３条 地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。 
２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 
３ 特別職は、次に掲げる職とする。 
一 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを必要とする職 
一の二 略 
一の三 地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 
二 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び委員
会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの 
三 臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職 
四 略 
五 非常勤の消防団員及び水防団員の職 

 
（分限及び懲戒の基準） 
第２７条 すべての職員の分限及び懲戒については、公正でなければならない。 
２ 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任され、若しくは免職されず、この
法律又は条例で定める事由による場合でなければ、その意に反して、休職されず、又、条例で定める事由による場
合でなければ、その意に反して降給されることがない。 
３ 職員は、この法律に定める事由による場合でなければ、懲戒処分を受けることがない。 

 
（降任、免職、休職等） 
第２８条 職員が、次の各号の一に該当する場合においては、その意に反して、これを降任し、又は免職することが

できる。 
一 勤務実績が良くない場合 
二 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 
三 前2号に規定する場合の外、その職に必要な適格性を欠く場合 
四 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 
２ 職員が、次の各号の一に該当する場合においては、その意に反してこれを休職することができる。 
一 心身の故障のため、長期の休暇を要する場合 
二 刑事事件に関し起訴された場合 
３ 職員の意に反する降任、免職、休職及び降給の手続及び効果は、法律に特別の定めがある場合を除く外、条例で
定めなければならない。 

４ 略 
 
○ 市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第6号） 

 
（職員の身分取扱い） 

第９条 合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職に在る合併市町村の一般職の職員が引き続
き合併関係市町村の職員としての身分を保有するように措置しなければならない。 
２ 合併関係市町村は、職員の任免、給与その他の身分取扱いに関しては、職員のすべてに通じて公正に処理しなけ
ればならない。 

 
先例地の調整事例 

 
〔東宇和・三瓶合併協議会〕 

明浜町、宇和町、野村町、城川町及び三瓶町の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 
（具体的内容調整） 
１ 職員数については、合併後定員適正化計画を策定し、適正化に努めるものとする。 
２ 職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から合併時に調整し、統一を図る。 
３ 職階については、合併時に職名とともに級分類を調整し、統一を図る。 
４ 職員の給与については、適正化の観点からその基準を統一する。現職員については、現給を保証し、合併後５
年を目途に給料の格差是正を行う。 

 
〔南宇和合併協議会〕 

現に５町村の職員であるものは、すべて新町の職員として引き継ぐものとする。 
具体的な内容調整 
１ 職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、適正化に努める。 
２ 職名等については、人事管理等及び職員の処遇の適正化の観点から、合併時に調整し、統一を図る。 
３ 職階については、合併時に職名と共に級分類を調整し統一を図る。 
４ 職員の給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から統一を図る。現職員については、現給を保
証し、合併後速やかに給料の格差是正を行う。 

 
〔宇和島市・吉田町・三間町・津島町合併協議会〕 

宇和島市、吉田町、三間町及び津島町の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 
具体的内容調整 
１ 職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努めるものとする。 
２ 職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から合併時に調整し、統一を図る。 
３ 職階については、合併時に職名と共に級分類を調整し、統一を図る。 
４ 職員の給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点からその基準を統一する。現職員については、
現給を保証し、新市において速やかに給料の格差是正を行うものとする。 

 
〔宇摩合併協議会〕（協議会で審議中） 
・ 職員数・定員管理 
４市町村の一般職の職員は、市町村の合併の特例に関する法律第9条の規定により、すべて新市の職員とし
て引き継ぐものとする。 
 職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努める。 
・ 職務分類・給料 
給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し統一を図る。 
現職員については、現給を保証し、合併後速やかに給料の格差是正を行うものとする。 
給料表については、合併当初は国の給料表９級を適用し、その後の機構・組織の再編の段階において、 
新たに、給料表の適用について検討する。 

 


